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監視委員会の最近における検査概要について

証券取引等監視委員会 事務局

証券検査課 証券検査監理官

臼 井 洋 二
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証券市場を取り巻く現状

□ 世界的な金融危機

・サブプライム問題（２００７年）

・リーマン・ショック（２００８年９月）

・株価の下落

・実態経済への影響
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金融危機後の規制環境の変化

・金融機関の自己資本規制強化

・金融機関の役職員報酬の規制

・格付会社への規制

・CDS等店頭デリバティブ取引の規制

・証券会社の連結規制・監督

・ヘッジ・ファンド規制等
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不公正取引のリスク

・証券市場の混乱に乗じた不公正取引
風説の流布
株価操縦
インサイダー取引

・金融危機に伴う実体経済の悪化
損失先送り
不正会計
粉飾決算
不公正ファイナンス等
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証券検査の多様化

○ 検査対象の多様化・激増

（証券会社に加え）

・FX業者

・ネット証券

・投資運用業者（リート）

・二種業者（ファンド）

・ダークプール
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証券会
社

ＦＸ業者 投資運
用業者

投資助
言業者

その他
（ファン
ド業者）

登録金融
機関

仲介業
者

合 計

業者数 ３０９ ６１ ２８５ ９２８ ７５７ １､１５０ ５４２ 4,032

（注）数字は、平成21年９月末現在

検査対象先の増加
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検査手法の多様化

（法令遵守態勢の検査に加え）
ﾘｽｸ管理態勢

⇒ 各種リスク管理手法
システムによる取引

⇒ システムの知識
リート業者

⇒ 不動産業界の知識
二種業者（ファンド）

⇒ 工業品、農産物等の取引慣行
信頼関係の築けない相手先の検査等

⇒ これまでにない相手先への対応
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多様化に対応した検査態勢の構築

検査官のスキルの向上
新人検査官の教育
新しい分野の検査ノウハウの構築
各種専門家の採用
弁護士
公認会計士
不動産鑑定士
システム専門家
ﾘｽｸ管理の専門家
他省庁からの応援
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監視委員会及び財務局監視官部門の定員の推移

年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

監視委員会 ２３７ ３０７ ３１８ ３４１ ３５８ ３７４

財務局 ２０４ ２４５ ２４６ ２６８ ２８２ ３００

合計 ４４１ ５５２ ５６４ ６０９ ６４０ ６７４

（人）
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基本指針の一部改正①

予告検査の試行的実施
双方向の対話を重視した検査の実施
臨店直後の意見交換
臨店終了時の意見交換（ｴｸｼﾞｯﾄﾐｰﾃｨﾝｸﾞ）
事実及び経緯の記録
整理票
質問票
検査モニター
アンケート方式の導入
検査情報の管理
承諾書の提出
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平成21年度の検査実施状況

年度

区分

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

処分勧告 ２９ ２８ ２８

（４）

１８ １５

検査結果におい
て問題が認めら
れた会社数

９３ １４２ １２１

（３５）

１１２ ９５

（注）１．21年度は12月末現在

２．カッコ書きは、21年度から事務年度の変更のため、21年度と重複期間の件数。

（単位： 件）
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テーマ別検査

平成19年度： FX業者

平成20年度： 投資顧問業者

平成21年度： ファンド業者
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ファンド検査の現状①

○ A業者

（出資金で高濃度酸素発生器をホテルに置いてもらい、
その使用料を収益とし、配当しようとするファンド）

多額の出資者負担金が説明されていない

運用実績に基づかない利回りを表示

出資金の使途が不明

出資金の分別管理が確保されていない

投資者の出資金を原資とした配当

検査忌避
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ファンド検査の現状②

○ B業者

（出資金で購入した車両や重機をモンゴル国内で
資源開発を行う企業にリースし、そのリース料で出
資者に配当しようとするファンド）

出資金の使途が不明

出資金の分別管理が確保されていない

投資者の出資金を原資とした配当

無登録業者に名義貸しによる営業活動
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証券会社で認められた問題点①

○ Ａ証券会社の事例（外資系）

報告徴取命令に対する対応の不備

― 当局の報告徴取命令を受けた報告書において、事
実に反する内容や調査・検証が不十分な内容を記載し
て当局に提出

特定の上場金融商品の相場を固定させる目的をもって
買付の申し込みを行う行為

― 特定の上場銘柄について、相場を固定させる目的を
もって大量の買付注文を行い、当該銘柄の株価を固定
した
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証券会社で認められた問題点②

○ Ｂ証券会社の事例（国内証券会社）

違法な勧誘行為が組織的に行われるなど、経営管理
態勢及び営業管理態勢に係る重大な不備

― 投資信託について、コンプライアンスよりも収益を
優先した営業推進を行い、乗換えに係る重要事項の
説明をせず、また、それらを黙認し、乗換え売買を繰
り返した。
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証券会社で認められた問題点③

○ C証券会社の事例（国内証券会社）

外貨建て債券の不適切な乗換え勧誘

― 外貨建て債券の取引で、豪ドル債からニュー
ジーランド債への乗換え時に、クーポンが高いニ
ユージーランド債に乗換え勧誘を行っていたが、
実際に計算してみると、豪ドル債の方が最終利
回りでは高いにもかかわらず顧客に説明されて
いなかった。
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証券会社で認められた問題点④

○ Ｄ証券会社の事例（ネット専業証券会社）

電子情報処理組織の管理が十分でないと認められる状況
― 大規模なシステム障害が立て続けに発生したことに加
え、障害復旧態勢の整備が不十分
異名義入金に係る顧客管理態勢の不備
― 証券口座名義と銀行口座名義が異なっていても入金が
可能で、有価証券の買付が可能となるなど顧客管理態勢
に不備
定期定額購入サービスに係る顧客分別金の信託不足
― 顧客の銀行口座から収納代行業者が引き落としから、
収納代行業者から当社の銀行口座へ入金を受けるまで
の間、顧客分別金信託を行っていなかった。
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指摘に到らなかった問題点

外国債券を保有する顧客に対し、利金・償
還金の受取方法を事前に確認していない

外国債券の私募形態の販売状況におい
て、私募の勧誘人数制限を超過した勧誘
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今後の証券検査の対応

格付機関の検査マニュアルの作成

― 平成22年4月から検査対象

ﾘｽｸ管理態勢、内部管理態勢のヒアリング
結果のとりまとめ

― リスク管理態勢の整備状況
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今後の課題

自主規制機関との連携

― 日本証券業協会、東京証券取引所等との意
見交換を実施

― 将来的に、検査、監査の連携ができないかを
検討

証券会社の監査（検査）部との連携

― 今後、証券会社の監査（検査）部との意見交
換を行い、問題意識を共有し、社内監査の強化
を図る


	監視委員会の最近における検査概要について
	証券市場を取り巻く現状
	　金融危機後の規制環境の変化
	不公正取引のリスク
	証券検査の多様化
	　検査対象先の増加
	　検査手法の多様化
	多様化に対応した検査態勢の構築
	監視委員会及び財務局監視官部門の定員の推移
	基本指針の一部改正①
	平成21年度の検査実施状況
	テーマ別検査
	ファンド検査の現状①
	ファンド検査の現状②
	証券会社で認められた問題点①
	証券会社で認められた問題点②
	証券会社で認められた問題点③
	証券会社で認められた問題点④
	指摘に到らなかった問題点
	今後の証券検査の対応
	今後の課題

